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企業の物価動向落着き傾向

日本企業の国内物価は、2024年度の上昇傾向が一服

し、足元では前年比で上昇幅が低下する動向にある。落

ちき要因は、トランプ関税の不透明性による世界経済の

減速を反映した原油価格等の落着き、円相場が140円

台の安定した推移をみせたことなどによる。今後につい

ては、依然として世界経済の不透明性は払拭されていな

い一方で、日本の政治情勢等を反映し円相場は足元不安

定傾向にあり要注意の点と言える。 (資料:日本銀行)
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企業輸出物価プラスに

日本企業の輸出物価が、9月に入り円ベース前年比で

上昇に転じる動きとなった。日本企業の輸出価格は米国

トランプ関税が実施された4月以降下落傾向を強めてい

た。その背景には、相互関税等の負担部分を輸出価格転

嫁は限界があり、輸出側日本企業が負担する結果となっ

たことがある。日米の関税交渉が一定の枠組みで合意以

降、輸出物価に関する一段の値下げ傾向に落ち着きが見

られる状況となっている。 (資料:日本銀行)

金価格過去最高値

金価格がドル、円ベースでも過去最高値を記録してい

る。 9月以降、急騰要因としては、①連邦政府機関閉鎖

等米国政治不透明性の高まり、②米中貿易摩擦の再燃傾

向などがある。イスラエル、パレスチナ紛争の平和協議進

展等により一時、相場の緩和感が生じたものの、米国の

金融システムの揺れも加わり、リスク回避の資金が金な

どの金属相場を押し上げている。HSBCは、2026年1

㌉5000ドルの予測も提示している状況にある。(資料:田中

貴金属)
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